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The Review of Agricultural Economics 

ネパールの農業発展と小規模潅減システム

ーサク一村における知見一

長南史男・王井時久・近藤 巧・AnitaManandhar 

Small-scale Irrigation System for Agricultural 
Development in Nepal : Findings in Sakhu 

Fumio OSANAMI・TokihisaDOI • Takurni KONDO・AnitaMANANDHAR 

Summary 

Even after years of economic planning， Nepal remains one of the world's most underdeveloped coun-

tries. It is commonly held出atrural development is the key to Nepal's economic growth. In order to 

assess the status of the rural economy in Nepal， we conducted a field sぽveyin Sankhu near Kathmandu， 

where the government of Nepal manages a small-scale irrigation schemeおrmany years and NGO has en-

couraged the participation of farmers by making a reconstruction plan and offering financial assistance. 

The survey c1arified白atthe demand for irrigation water is increasing due to a change in cropping 

pattem仕om‘rice-wheat'to‘rice-potato-potato.' Farmers are highly responsive to the market price of 

potatoes and other vegetables and have made efforts to improve their small‘scale farming and self-

sufficient production. NGO's assistance wi白 thereconstruction of irrigation canals shows a high cost-

effectiveness through its mobilization of local resources. Farmers' participation in and reorganization of 

the water users' committee provides a good example of non-governmental international assistance. 

However， there is still a serious water shortage and an investment for the improvement of the irrigation 

scheme is necess紅yfor e伍cientwater use. There is also a possibility of improving the rules for water 

use. The very simple rule出atassures the priority of water use in upper streams is a law and there is 

an imperfect information situation among water users， especially between farmers located in the head and 

the tail of the irrigation canal. 

1.はじめに

ネパールはエヴェレストで有名な山岳領域を抱

え，ガンジスの源流を蔵し，古い文化と歴史をも

っ国である。近年の民主化の大きなうねりのもと

で(註 1)，経済成長の始動が期待されているが，

一人当たり国民所得は200ドル以下であり，依然

として最貧困の一つである。農業は就業人口で

90%， GDP構成比で60%を占めており，農業部

門が経済成長の鍵をにき、ることには異論がないで

あろう。日本を含む先進国は，ネパールへの農業

開発援助を継続的に実施してきたが，丘陵地帯で
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は水稲単収の減少傾向がみられ，食糧自給率も低

下しつつあり，そのパフォーマンスは必ずしも良

いとはいえない。そこで農業発展の可能性を技術

移転の視点から明らかにし，あわせ開発援助の役

割を明らかにすべく，伝統的な農村における小農

および農村経済の実態を明らかにすることを目的

として現地調査を実施した(註2)。小稿では，

小規模な河川水利用のサリナディ(Shalinadi ) 

滋概区を通してみた農村経済の知見を整理し，濯

瓶投資の現局面の問題点を明らかにする。
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2.サク一村の特徴

調査地サクーはネパールの首都カトマンズ東方

17kmiこ位置し，交通の便も比較的良い都市近郊農

村である。サリナディ川(註3)の上流部に位置

し， 17世紀まではカトマンズからチベットに至る

交通の要所として栄えた村である。約 3干2百年

の歴史をもっといわれているが，今から895年前

にタントリスムの思想にもとづいてサクーが建設

されたことが，最近，古文書の発見によって明ら

かになった。標高は1，360 -1， 400 m ，タライ

(Terai)，ヒル (H迦)，マウンテイン(Mountain ) 

の区分ではヒルに属する。カトマンズ盆地に最も

古くから住み，ネパールを代表する伝統的な文化

の担い手といわれる民族，ネワール(Newars ) 

を中心とした村であるが，周囲にチェットリ

( Chhetris )，プラーミン(Brahmins )，タマン

(Taman)族の集落があり，多民族国家ネパー

ルの典型的な村である。ヒンズーの祭(Madahav 

Narayan Mela) Iこは，多くの人々がネパール全

土からサリナディ河畔の型地に集まるが，村人に

宗教を問うと，仏教という答えが多い(註4)。

ヒンズーと仏教との境界意識は希薄である。

文化の違いは農業に重要な差異をもたらしてい

る。たとえばネワールが大多数を占めるサクーで

は，牛は「神聖なるもの」であり，耕牛すら使用

しない(これはカトマンズ盆地に住むネワールの

特徴であり，他の地域ではネワールも耕牛を使用

する)。隣接するチェットリの村ではごくふつう

に耕牛が使用されている。ブラーミンが多く住む

サルムツール集落や周辺の山岳地帯では酪農が盛

んで，サクーは生乳集荷基地になっている。現時

点ではきわめて労働集約的な農業が営まれ，とり

わけ女性労働の果たす役割が大きいが，日本が経

験した「務耕・手刈りー畜耕一耕転機Jという小
農の技術発展の段階を辿るのではなく，畜耕の段

階を経す， r務耕・手刈り」から「耕転機」の使
用へ移行しつつある。なお，冬期間は周辺山岳部

から農業労働者が住み込み雇用される場合もあり，

周辺地域の経済的な相互依存関係は強い。

ネパールの村は， 1950年のラーナ王朝時代の終

駕の後， 1960年にパンチャヤット(Panchayat ) 

(註 5)といわれる，無政党の中央集権的な行政
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機構に組み込まれた。この時，サクーは居住集落

の中央部を境界にして 3つの末端組織スン卜ール

( Suntol )，パジリヨギーニ(Bajrayogini )，プ

クラッチ(Pukhulachi )に分割された。この行政

組織は1990年の民主化によって町村開発委員会

( Village Development Comittee ，以下 VDCと略

称)(註 6)に引き継がれた。制度変化の効果は

地域によって異なるようであるが，現時点では行

政活動に必要な財政基盤がないことが制約となっ

て，住民登録や土地台帳管理など， VDCの活動

は限られている。 1995年度になって，初めて政府

は各VDCに30万ルピーの地方交付金を支出， 96 

年度以降は50万ルビーの支出を決定した。

ネパール全国の人口動態は，過去30年間にわ

たって農村部から都市部への人口移動が加速化し，

都市部では70年代lこ7.55%，80年代になっても依

然， 6.88%で増加し続けている(Table 1参照)。

これと対照的に農村部では2.40%，1.75%と推移

し， 80年代には減少している。カトマンズ盆地の

80年代の人口増加率は3.73%で，全国平均よりも

かなり高く，都市部で5.11%，農村部で2.32%と，

都市部での人口圧が高い。さらに絞って，サクー

及び首都を含むカ卜マンズ地区の人口増加率は

4.81%と盆地平均3.73%よりも 1%以上も高く，

都市部6.00%，農村部3.11%と，都市，農村とも

に人口圧が増大しつつある(註 7)。サクーでは

旧居住者の教育程度が比較的高いために首都へ若

年労働力が流出し，老人と婦女子が残り，ある種

の兼業化が進行している。その一方で，山岳地帯

からの移住者(新住民)が増加している。

カトマンズ地区の農家世帯の割合は35.8%であ

るが，農村部では80%を越える。 Table2は人口

と耕地，農家世帯あたり耕地面積を示したもので

ある。ネパール全土の耕地面積は260万ha，約18%

の耕地率，農家 1戸あたりの耕地面積は0.94haで

ある。カトマンズ地区の耕地面積は 3万 9千5

百haで，農家 1戸あたりの耕地面積は0.297haと

かなり小さい。 Table3に示されるように，サク一

村では全就業者の74.5%が農業に従事している。

都市近郊農村ではあるが，村では自給経済的な要

素を保持している。雇用者は全体の6.6%にすぎず，

そのうち公務員の割合が3分の 2を占めている。

非農業部門では，商業がもっとも多く，茶r.5，服
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Table 1 Annual Average Growth Rate of Population by Urban 

and Rural 

1961-1971 1971-1981 1981-1991 

Nepal Total 2.07 2.66 2.10 

Urban 3.23 7.55 6.28 

Rural 2.03 2.40 1. 75 

Kathmandu Basin Total 3.03 3.14 3.73 

Urban 2.11 3.83 5.11 

Rural 3.71 0.84 2.32 

Kathmandu District Total 4.64 1. 79 4.81 

Urban 2.20 4.57 6.00 

Rural 6.95 -0.83 3.11 

Sourse : Population Monograph of Nepal， 1987 and Statisical Year Book 

of Nepal， 1993 

Note Urban area is defined as community with 5，000 population or 

more until 1981 and population in Municipalities in 1991 

Exponential model is adopted to calculate growth rate 

Table 2 Population and Cultivated Area in Kathmandu District 199111992 

Population Farmhouseholds Area Cultivat疋dArea 

Population No.ol Family NO.ol Total Area Cultivated per Farm. 

Household Slze Household % (ha) Area (ha) households (ha) 

Nepal 18，491，097 3，328，721 5，56 2，736，050 82.2 14，718，100 2，598，970 0.949 

Kathmandu Basin 1，105，379 201，038 5150 97，217 48.4 89，900 29，877 0.307 

Kathmandu District 675，341 127，196 5.31 45，541 35.8 39，500 13，560 0.297 

Sakhu (3 VDCs) 12，848 1，642 7.83 

Data: Statistical Year Book 01 Nepal， 1993 & National Population Census， 199111992 

Sakhu data is aggregation 01 3 VDC data 

Table 3 Employment Situation by Occupation in 

Sakhu 

1ndustry 

Business 

Teashop 

Masoner 

Carpentor 

Shoemakers 

Goldsmith 

Blacksmith 

Tailoring 

Mechanical 

Traditional 

Healthworkers 

Employee Goverment 

Non.government 

Others 

Sub.total 

(Non.agriculture) 

Agriculture 

Total 

Male Female Total 

59 38 97 

326 235 561 

184 142 326 

235 235 

157 157 

40 40 

3 3 

21 16 37 

182 23 205 

2 2 

23 23 

2 2 

346 99 445 

174 47 221 

207 

1754 807 2561 

3774 3831 7605 

5528 4638 10166 

Note : Aggregation 01 the three VDC ; Suntol Bajrayogini 

and Pukhulachi. 
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仕立て，石工，大工などの自営的な在来部門に従

事するものがほとんどである。工業はいわゆる板

金，日常家庭用品など家内手工業の範鴎にあり，

近年では女性の編み物が重要な現金収入になって

きている(註8)。

3.濯灘システムの利用実態

1 )サリナディ潜灘区の概要

サリナディ濯減区(註 9)は濯減区域面積

176haの自然流下のシステムである。この滋概区

はカトマンズ盆地では規模が大きいほうである

(註10)。カ卜マンズ盆地の自然流下濯減計画調

査(調査数163) によれば， i獲淑区域面積の最小

は2ha，最大が300haであり，約 3分の 2が50ha

以下である。 150ha以上のシステムは16，全体の

l割にも満たない。

濃減用水路の基幹部分の配置がFig.lに示され

ている。濯澱用水路の実測図はないので20万分の

1の実測地図を基本として， VDCの地図などを
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十
. !ntetviewed Fanners' Fields 

Fig. 1 General Layout of Shali Nadi Irrigation System and Location of Farms Surveyed 

参考にして，現地踏査により作成したものである。

調査農家の経営耕地と瀧澱施設との相対的な位置

関係をおおむね把握できる程度の精確さである。

まず，自然流下の用水路の配置は地形を巧みに

利用していることがみてとれる。サリナディ川を

汚さないことと，生活用水を誰もが使えるように

という原則にもとづいて設計されている。集水面

積は12kni，サリナディ )11の湾曲部に設けられた堰

堤から取水され，等高線1400mの高台(取水地点

1463m)を南西方向に，等高線にあわせ流路が決

定され，やがて高台にある集落中央部を貫通する

水路と集落東方の低耕地部を流れる水路に分岐す

る。この分岐によって水量が調整され， 1985年の

政府投資による改修時に 1/2，1/2の配分から

1/3， 2/3の配分へと変更されたということで

あるが，この経緯の詳細を語る人はいない。

集落中央部を流れる用水路は，集落に近くなる

と洗濯・食器洗いなどの生活用水として使用され，

集落内では軒先や，住居の床下を流れる場合もあ

る。現在，各集落では飲用水施設が別途整備され
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Fig. 2 Distribution by Farm Management Size 

ているけれども，生活用水使用による汚濁が近年

深刻になりつつある。集落をぬけて農業用水とし

て再び利用されるが，水量不足の他に，汚濁水利

用による収量減少が深刻な問題となっている。後

者の水路は農村道路に沿って構築された後は，集

落の南側の広大な耕地部を南北に走る支線で網の

白状に結ばれ，サルムツール集落周辺まで伸びて

いる。この他，農家レベルで管理される丘陵部の

沢水利用も重要な役割を果たしている。
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Table 4 Crop Rotation of Sample Farms in Sankhu 

Crop 

Intensity 

Crop Rotation Pattern Cropped Area 

(ropanis) (%) 

3 Paddy (Masuli) -Summer Potao -Winter Potato 76.8 20.3 

Paddy (Taichung) -Summer Potao . Winter Potato 57.6 15.2 

Paddy (Local) -Summer Potao -Winter Potato 24.6 6.5 

Paddy (Basmati) -Summer Potao・WinterPotato 

Paddy (Masuli) ・Crops-Winter Potato 

1.0 0.3 

6.0 1.6 

Paddy (Taichung)ーGarlic・WinterPotato 1.0 0.3 

Paddy (Masuli) ーChili-Garlic 1.0 0.3 

Maize -Millet -Winter Potato 2.0 0.5 

2 Paddy (Masuli) Winter Potato 20.0 5.3 

Paddy (Taichung)ーWinterPotato 39.4 10.4 

Paddy (Local) Winter Potato 11.3 3.0 

Paddy (Basmati) -Winter Potato 4.5 1.2 

Paddy (Masuli) Wheat 56.8 15.0 

Paddy (Taichung)ーWheat 4.0 1.1 

Paddy (Local) Wheat 23.7 6.3 

Chilli -Wheat 4.0 1.1 

Chilli -Garlic 2.0 0.5 

Millet -Maize 16.0 4.2 

Paddy (Masuli) 6.0 1.6 

Paddy (Local) 6.0 1.6 

Potato 4.3 1困I

Maize 6.0 1.6 

Vegetables 4.3 1.1 

Garlic 0.1 0.0 

Total 378.4 100困O

Note Paddy (Local) : Local Varieties such as Tapachinia. Pokhareli Masino， Tauli 

and others. 

2)作付けローテーションと濯混用水の需要

サクーでは農地は稀少資源であり， I誰も土地

を売ってくれないし，貸してくれない」という状

況にある。自給的な経済が支配するネパールでは，

農業に従事することはある種の社会保障的な役割

をもっ。サクーでも，村人は誰もがなにがしかの

耕地を所有するか，小作権を保有する。耕作地は

自己所有地と借地とからなり，同時に貸地もある

といった状況が一般的である。したがって耕地の

利用率を増加させること，乾期の潜j銃用水の効率

的利用が重要である。この点を明らかにするため

に農家経済の実態を調査した(註11)。調査農家

は在村者の協力を得て，濯澱用水の利用可能性，

耕作規模，兼業状況の 3つを基準にして48戸が選

択された。調査農家の経営耕地の位置関係はFig.

1に，耕作面積規模の分布は Fig.2に示されてい

129 

る。調査農家の平均世帯員数は5人，平均耕作面

積は0.3haで，いわゆる小農の範障にある。主と

して自給や地代支払いのために水稲，小麦を生産

し，現金収入源として馬鈴薯，野菜，香辛料作物

を生産する。

Table 4は調査農家の作付けローテーションの

パターンを整理したものである(註12)。調査の

設計段階では水稲収量の停滞・減少に大きな関心

があったが，予備調査によって得られた知見は，

水稲，小麦は自家消費あるいは地代支払い用であ

り，販売作物である馬鈴薯の重要性であった。水

稲の裏作は小麦から馬鈴薯に変わり，農民の増収

意欲は水稲よりも馬鈴薯にあるといっても過言で

はない。 lロパニあたり粗収益水準をみると，水

稲だけの作付けでは4，000;レピー，馬鈴薯を入れ

ると10，000ルピー，ちなみにパクタプールの集約
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的な野菜経営では100，000)レピーと異なった水準

の所得となる(註13)。

土地利用率の尺度として年聞の作付け回数に注

目すると，全調査農家の経営耕地面積の45%が3

作で， 50.7%が2作であった。平均耕地利用集約

度は2.4と高い。 1年 3作の作物ローテーション

で最も多いのが，水稲一馬鈴薯一馬鈴薯のパター

ンで全体の42.3%を占める。 2作では水稲一小麦

22.4%，水稲一馬鈴薯19.9%と続く。サリナデイ

地区の主要な作物ローテーションは， 10年ほど前

から水稲一麦から水稲一馬鈴薯一馬鈴薯へと徐々

に変化してきた。作目別の全作付面積に対する割

合を見ると，水稲が38%，夏馬鈴薯は18%，冬馬

鈴薯は27%，小麦10%，その他 7%である。この

他に，どの農家も，にんにく. トウガ、ラシ，生萎，

自給野菜を0.25ロパニ程度作付けしている。

馬鈴薯は重要な商品作物で，高畝をたてて濯概

栽培される。 1972年頃から先進農家によって栽培

され， 1978年のスイス政府のプロジェクトによっ

てこの地に根づいたが，市場の需要が顕在化した

のは80年代になってからである。 9月から10月へ

かけて60日程度で栽培， 11月初旬までに収穫され

る馬鈴薯は夏馬鈴薯(Summer Potato )と称さ

れる。一方，冬馬鈴薯の栽培期間は11月末から翌

4月までの120日である。馬鈴薯価格は季節変動

が大きく， 1995年の場合， 9 -10月の馬鈴薯価格

は14-15ルピー/kg，11-12月には 4-5ルピー

/kgであった。 9-10月の価格は冬期間の3倍で

ある。夏馬鈴薯は収量は低いが，価格が季節的に

高いために重要な現金収入源になっている。

馬鈴薯の品種は大別して，赤馬鈴薯(Red 

Potato)と白馬鈴薯(White Potato )の2種があ

り，前者の価格は後者より30%ほど高い。主たる

白馬鈴薯は在来種のクフリジョーティで，多収性

がある。赤馬鈴薯にはレッド・ブリティシュとス

イス・カーディナルがあるが，前者は耐病性で劣

る。馬鈴薯収量は近年，低下傾向にあるが，種子

は17年間も更新されておらず，種子更新の必要性

が農家に認識されている。通常は住居の一部を種

子貯蔵用に利用するが，最近は種子用馬鈴薯をカ

トマンズの定温倉庫に預かるピジネスが盛況で，

サクーへも頻繁に輸送トラックが出入りする。ま

たウイルス対策として，一部の農家は農薬を使用
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し始めている。

水稲品種の選択は多様である。タイチュン

( Taichung 176 )の作付け面積割合が最も多く

27.0%，続いてモンシュリ (Masuli)24.8%， 

在来種のタパチネ(Thapachinia )，ポカレル

( Pokhareli Masino )，パスマティ(Basmati )， 

タウリ(Tauli )他が17.4%となっている。

タイチュンは台湾の品種とジヤボニカを掛け合

わせて育種されたもので， 1967年に丘陵地帯，カ

卜マンズ盆地で普及した品種である。 5月末に移

植でき，夏馬鈴薯の前作に適当である。冬馬鈴薯

の後に休閑は不必要であるが，雨期のタイミング

を計ることが重要になる。タイチュンは粘りがあ

り，肉体労働者向きの食味とのことであるが，蒸

した後に押しつぶされ，乾燥させたコメ(bitten 

rice )に加工され，祭事などで食されることが多

L 、。
村人は通常，モンシュリか在来種を好んで食べ

る。モンシュリはマレーシアで育種され， 1973年

にネパールにおいて普及開始した品種である。

ジヤボニカとインディカの交雑育種によって生ま

れた最初の品種であるが，高収量品種中最も品質

が良く，収穫後の茎葉も家畜の飼料用に最適であ

る。在来種に比較するといもち病に弱く，収穫ま

でに約 3ヶ月半を要する。パスマティは香りが良

く高価格であるが(1995年のモンシュリの小売価

格が23ルピー/切に対し，パスマティは35)レピー

/kgて、あった)，収量が低いためにサクーではほと

んど作付けされていない。

調査農家の籾単収 (ha)はタイチュン4.7t ， 

モンシュリ4.3t ，在来種4.4tで，それほど大き

な差はない。パスマティを除けば，一般的に在来

穫の農家庭先価格は低く，タイチュンが12ルピー

/kgであるのに，タパチネは8ルピー/kgである。

しかしタパチネは90日間で収穫できるメリットが

ある。また 4-9月の長い期間で移植し， 12月に

も収穫できる感光特性をもっ。収量は低くても，

耐病性があるなど，在来種については注意深い観

察が必要である。種子は自家採取が一般的で，高

収量品種といっても20年近く更新されていないた

めに，単収の低下に悩む農家(註14)が多い。こ

のような場合，在来種の人気は根強い。

農家は同じ水稲一馬鈴薯一馬鈴薯のローテー



ネパーjレの農業発展と小規模濯淑システム

ションでも，タイチュン・オールド110-120日ー

夏馬鈴薯60日一冬馬鈴薯(110日)と，タイチュン・

ザルワ(Taichung 176， Jharuwa Taichung) 105日

一夏馬鈴薯60日一冬馬鈴薯(120日)を組み合わ

せて，少しづっ農作業期間をずらし，労働時間の

ピークを作らないように作付けを決定している。

特に夏馬鈴薯の作付け時には，水稲収穫後の短期

間に高畝をたてなければならない。 1ロパニを耕

起するためには2-3人・日かかる。役牛を使え

ば2頭立てで 1日3ロパニをこなす。これが耕転

機だと 1時間で十分である。しかしながら，収穫

直後で園場の水はけが悪いために，夏馬鈴薯の耕

転機の使用はまだ非常に少ない。

サクーの耕転機所有台数は約16台であるが，い

ずれも十数年以上，使用されたものである。 1975

年に導入された中国製耕転機が依然稼働中である

が，エンジン部は韓国製，プラウは中国製といっ

た改造が施されている。日本製は価格が高く，部

品の調達が難しいために普及していない。 2，3 

戸の農家が11-12月末に，耕転機による賃耕を請

け負っている。ちなみに I時間のレンタル料金の

相場は人件費込みで160)レピーである。

以上，主要な作付けローテーションが水稲一小

麦から水稲一馬鈴薯，水稲一馬鈴薯 馬鈴薯へと

変化しつつあり，サリナディの潜減用水需要は増

加しつつある。

3)河畔水利権と上流優位の実態

農家の用水路維持管理への参加は年間 1-3日

程度の労働提供である。通常は.i葎j段溝の清掃(土

砂，石の除去)である。積極的に水を効率利用す

るような作業はない。この点においては無頓着と

いう印象をもたざるを得ない。 i獲澱システムの上

流部には，当初予定されていない取水口が農家の

手によって開けられている。いわゆる「違法な」

取水口の存在は，水利権が土地に付与されたもの

であり，上流部優先の原則の存在を示す。

j震滅期において堰堤からの取水量を多くすれば

上流部の幹線用水路決壊の危険が生ずるために，

上流部では水量を押さえがちになる。しかも上流

部の農家が水門を閉めることは当然のこととみな

されている。この結果，水量が豊富なはずなのに

十分な水がまわってこないといった農家の苦情が
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中流部(農家事例 R3. R7)ですでに多く聞か

れる。下流部の農家が堰堤水門まで30分ほど歩い

て開門したとしても，上流部の農家がその直後に

閉める可能性がある(農家事例A12)。その一方

で，用水路が一部決壊して小作田が水びたしに

なった際に，何の連絡もなくその水田の収穫は皆

無といった1995年の例もある(農家事例D8)。

このような場合，水利システム全体を管理する

主体の存在が間われなければならない。ネパール

では農地改革法によって小作権が強く保護されて

おり，地代水準も低いために，地主の農業投資へ

のインセンティブは小さい。さらに予算のない政

府は名目上の管理者でしかないという制約が加え

られている。こうした状況のなかで，耕作者には

ある種の情報の不完全性が存在していると考えら

れる。

現在， 12月から 3月にかけて濯減用水は不足し

ている。小麦の場合は 1月に 1回の濯獄で足りる

が，馬鈴薯の栽培には 1週間に 1回の濯滅が必要

で，ローテーションをとったとしても濯減できる

圃場面積はわずかである。小麦から馬鈴薯への作

付変化によって水不足の状態が生じているのであ

る。サリナデイではプロックローテーションは組

まれず，上流部でせいぜい多くて 4戸程度の範囲

で相Eに水を分け合い(農家事例 P8)，下流域

になると 2戸の共同利用が精一杯ということであ

る(農家事例 R9)。下流部では滋減水量が確保

されず，用水路で面と向かう農家間での調整しか

できないのが実態である。さらに水路末端部の農

家AlOでは， 18ロパこのうち， 12ロパニは水不

足のために小麦作 6ロパニはサリナディ JIIから

個人で直接水を利用している(註15)。このよう

に馬鈴薯の作付面積の変化を分析のキーにすると，

水利用の問題点が明らかになる。

4.投資の主体と維持管理問題

1 )政府管理の影響

サリナディ濯澱区では1976年に改修して.15-

20ヘクタールを増反したが，この時は，これといっ

た水利組織無しに実行したという。 1984年に，国

営化政策によりサリナディ濯概施設の維持管理が

カトマンズ地区港瓶事務所(District Irrigation 

O伍ce 以下ではDIOと略す)に移管された。こ
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の時点で維持管理のシステムは大きく変化した。

水管理人(Dalpha)は政府の雇用人となり，用

水路管理人と農家との関係は弱くなり，農民の自

主的な管理の意識が希薄となった。しかも，ダル

ファは港紙工事施工中に限り，日雇いペースで政

府雇用されていたというから，通常の用水路管理

人とは言い難い。 1985年には45万ルピーの政府資

金が投下され，濯概施設が修理された。 1990年，

小河川の洪水により潜瀬溝のアンダーパス部が崩

壊し，改修工事がDIOに要請されたが，政府の

財政難のために必要な修復工事はなされなかった。

現時点でも，サリナディに関する DIO予算は全

くなく，一人のダルファ，水管理人を雇うことす

らできない。

1993年に DIOに雇われた 1名の水管理人(註

16)がいたが，彼の主たる仕事は堰堤取水口のゲー

トの開閉という単純作業だけで，全体の水利用状

況を把握することはなかった。 1950年以前のラー

ナ王朝時代にさかのぼると， ドゥアレ(Duare ) 

と称された村の長老が村の治安と行政を取り仕切

り，ダ (Dha)あるいはマハ (Maha)と呼ばれ

る水管理人を指名していたことが知られている。

その後，サクーに水利組織らしきものは存在せず，

少数の農民のリーダーシップと自発的な農民参加

によって，かろうじて濃減施設を維持してきたの

である。現在，水利料金は徴収されず，近隣の組

合では水利料金を徴収しているところもあるが，

アンケー卜調査によれば「農民の支払う意志」は

まだ多数派とはなっていない。 Rayamaji [16]は，

適正な管理のためには最低でも 3人の水管理人が

必要で，ダルフ 73名の雇用のために 1ロパニ当

たり50ルピーの水利費徴収が必要であると提案し

ている(註17)。

2) NGOの濯滋施設改修への貢献

NGOの一つであるプラン・インターナショナ

ル(Plan Intemational )の資金を得て1995年に開

始された用水路の改修は，農民参加型の潜概投資

を実現して，大きな成果をあげた。濯概溝修復の

ために WaterUsers' Committeeが組織され，こ

れが現時点で唯一の濯滅組織である。 Ward単位

の委員候補の推薦により VDCで各 3人の委員が

選出され，合計9名の委員で構成されている。改
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Fig.3 Leakage ofIrrigation Water in Main Canal 

修が終われば，維持管理の組織として存続予定で

あるが，その際，各 VDC単位で、小委員会を発足

させ，きめ細かな濯澱施設の維持管理を実現した

いとしている。

j種溜用水路維持管理の最大の問題はサリナデイ

川に合流する小河川との交差部(Fig.lの矢印部)

であり，雨期には繰り返しこの部分が決壊する。

また用水路全体にみられる漏水も大きな問題であ

る。 Fig.3はサリナディの幹線用水路からの典型

的な漏水のパターンを整理したものである。上流

部のほうで，かなり多く観察されるパターンであ

る。まず第1は，ライニング部のひび割れによる

漏水である。第2に土盛りによる港概用水路部で

は，サクーは基本的にシルト土壌が多いために，

レンガあるし、はコンクリー卜によらない限り，自

然漏水が多い。第3に，水田への引き込み口(水

口)部は自然石で開閉するのが普通である。した

がって，上流部で閉めたつもりであったとしても，

幾分か常に「漏れjるのである。

サリナディの濯減施設の維持管理の慣行は，ま

ず第1に自己所有地に接する滋概溝の維持管理を

行うこと，第 2に自分より上流部に濯概溝の欠陥

があれば，それが他人の所有地に隣接する部分で

あっても発見者が自らの負担で修復することがで

きるというものである。村をあげての積極的な維

持管理作業からはほど遠く，濯淑溝などの決壌が

生じて初めて対応する状況にある。しかも濃澱施

設の維持管理主体が政府なのか， VDCあるいは

農民なのかが，依然としてあいまいな状態にある。

プラン・インターナショナルは， ECOSOC承
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Table 5 Abstract of Rehabilitation Cost of Shalinadi Irrigation Project 

S. N. WORK DESRIPTION 
E/W excavati叩 asper detailed estimate 

2 Gabion work (2mxim x 1m) size 

3 P. C. C. (1: 1.5:3) on the dam and above gabion 

4 Maintenance work for existing gabion and other LlS 

5 Reinforcement for the existing manhole cover 

a.) 12mmO 

b.) 8mmO 

c.) binding wire 

6 Brick work (1:4) as detailed estimate 

7 Plaster work (1:4) for existing canal 

8 P. C. C. (1:2:4) on the base of the canal and other work 

9 Brick sotting on edge as per detaited estimate 

QTY UNIT RATE AMOUNT 
515.84 M3 56.00 30567.04 

12.00 nos 4163.00 49956.00 

27.96 M3 3768.25 105360.27 

5000.00 

23.00 kg 26.00 598.00 

10.00 kg 28.00 280.00 

0.50 kg 40.00 20.00 

216.34 M3 2087.00 451501.58 

245.80 M2 61.34 15077.37 

21.57 M3 3166.75 68306.79 

231.62 M2 195.20 45212.t2 

10 Hume pipe with transportation and fitting comple charge 

a.) HP3 60cmO 10.00 no 6229.95 92299.50 

b.) HP2 60cmO 

c.) HP2 15cmO 

11 For Bazar area 

a.) E/w in excavation 

b.) disposal from the site by tracter 

12 Brick sotting on the canalon edge 

13 P. C. C. work for the slab coser (1:2・4)

14 Reinforcement 

a.) 10mm 0 

b.) 6mm 0 

c.) binding wire 

15 Brick work in 1:4 cement sand motar for canal 

認の非政府組織で国連の UNICEFの諮問機関と

しての資格をもち，子供達の教育や農村開発プロ

ジェクトを支援する組織である。その支部である

Plan Intemational Kathrnanduはパクタプール及び

カトマンズ県を活動の場として，住民参加型の農

村開発援助を展開している。プランが作成依頼し

たサリナディの濯淑改良工事の見積表が Table5 

に示されている。総工費は約215万ルピーで，そ

のうち164万ルピーをプランが援助することに

なっている。

プランは投資計画の立案のための費用負担と資

材を提供し，地域住民が自らの労働によって実施

することが基本方針である。総費用の75%がプラ

ンによって支払われ， 10%が村， 15%が用役提供

によって賄われる。この援助方式の特徴は，地元

に委員会を組織させ，あくまでも，その委員会が
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7.00 no 3211.52 22480.64 

40.00 no 952.00 38080.00 

509.23 M3 56.00 28516.88 

509.23 M3 90.00 45830.70 

1018.45 M2 195.20 198801.44 

62.66 M3 3166.75 198428.56 

3542.00 kg 26.00 92092.00 

1029.00 kg 28.00 28812.00 

45.00 kg 40.00 1800.00 

243.22 kg 2087.00 507600.14 

Total Rs. 1996621.19 

2.5% consultancy = 49915.53 
2046534.66 

5% contigencies 102326.83 

Rs.21，48，836.49 

建設工事の全責任をもっ点にある。プランの事務

所は地元に設置されている。技術的な調査・設計，

予算作成，工事の監督はプランが現地コンサル

テイング会社と直接契約する。但し，設計図は極

めて単純なもので，地区全体の潜減計画を掌握す

るような実測図もない。さらに投資の実効性を高

めるために，全予算の25%を着手金として水利組

合の会計に振り込むことから始める。資金は数回

に分け，その都度プランの技術者が進捗度を評価

し，請求書と領収書を照合しながら，振り込まれ

る。住民参加型の援助の方式としては，具体性と

実効性を持ち合わせた，理想的な形態である。

第 I期工事は1995年の 6月に実施され，堰堤及

び、取水口の修理が完成，上流部のライニングと道

路沿いの港減用水路部の新設が終了した。工期は

約 1ヶ月であった。 1996年には市街部の用水路の
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改修が終了した。事業の進捗度は遅いが，これは

自己財源を持たない村が，各VDCへの交付金に

よって賄おうとするために，交付金の交付の遅れ

と相まって，工事が遅れるのである。ネパールの

財政年度は 7月から始まる。もしも 7月あるいは

8月に予算が執行されれば， 11-12月に着工でき，

作物生育期間に間に合うが，年度末の，雨季の工

事開始となることが多い。 1994年度には各VDC

に30万ルビーが交付されたが 3つの VDCは，

このうち各9万5千ルピーを濯淑溝補修にあてた。

農民の改修工事への参加は水利組合の委員が直

接農民に呼びかけ，労働作業日誌に出役者氏名が

記録されるが，強制はしていない。リーダーであ

る水利組合委員と工事参加者(役務提供者)と村

全体の農民との聞には，まだ大きな認識の差があ

ると思われる。積極的に参加した農民の改修投資

フロジェクトに対する評価は高く，投資の継続に

対して熱心で・あるが，一般の耕作農民にはその意

義が周知されていない。

3)方向性ーアンケート調査の結果

Table 6は，単収を増加させるのに必要な要因

の優先順位を問うたアンケート調査結果である。

コメと馬鈴薯については，選択数が多い順に，濯

瓶，品種，肥料である。小麦を除くと，滋減用水

路の優先順位は高い。水利費を払って水を確保し

たいという意向も，多数を占めている。回答者の

Fig. 1の耕作地の位置とアンケー卜調査結果を重

ね合わせると，濯減システムの現況と農民の意向

Table 6 Farmer's Ranking of Priority for Increasing 

Yield of Major Crops 

Crops Priority lrrigation HYV Fertilizer lnsecticide 

Rice 59 33 16 2 

II 7 28 60 5 

III 34 39 24 93 

Potato 53 29 27 3 

II 18 13 53 11 

III 29 58 20 86 

Wheat 44 8 52 。
II 16 38 32 19 

III 53 29 27 3 

Note 、Eachcolum adds to 100% fermers for each crop 
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とに，以下のような関係がみてとれる。

(1)水不足は1400mの高台をのぞくと，全体的な

ひろがりをもっているが，特に丘陵部と滋瀬溝末

端にあるサルムツール周辺の耕地は，非I義1既地が

多い。また夏馬鈴薯の作付けがないのもこの地区

である。

(2)水の対価支払いについては，高台のj葎減幹線

上流部，濯?既区縁辺部の農家を除いて『払う意志l
がある。利用優先順位の高い上流部では，支払う

意識が希薄である。高台で払う意志がないのは，

すでに慣行的に水利権が確保されているためであ

ろう。

(3)一方，縁辺部では昔からの沢水利用や酪農な

どの拡大といった違った成長経路を見いだしつつ

ある。

水利システムは自給自足の低位均衡状態のイ

メージに陥りがちであるが，水需要はまだ増加し

続けている。水不足の際には，下流部の農民が集

団，とはいってもせいぜい8戸程度で，上流部の

水使用者を確認して彼らとの直接交渉に当たるこ

ともある。第三者による調整はなく，あくまでも

直接的な利害者の次元で，そこにはきびしい緊張

関係が生まれるという。

5.結 語

これまでアジアの主要な濯減投資は公共部門に

よって担われ，食糧増産という課題に対し大きな

成功を収めたが，国際米価の低迷という新しい局

面において，基本的な問題を抱えつつある(菊池

[7] [9])。フィリピンの数千haの大規模濯減

システムやスリランカの実態分析は，建設偏向と

管理軽視という体質のなかで，国際米価低下へ短

期的に対応する結果，港減投資が大幅に低下し，

必要な維持管理のための投資がなされず，濯減シ

ステムの非効率性を増幅し，食糧危機を近い将来

に再来させる可能性を強く示唆している。国際濯

滅経営管理研究所(IIMI)の近年の一連の研究

成果に代表されるように，建設重視から維持管理

重視への視点の転換は急である。ネパールにおい

ても，ネパール政府の IOPプロジェクト，日本

のネパー)レにおける開発援助方針(註18)にすで

に同じ方向が示されている。

しかしながら，サリナディ潜獄システムの維持
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管理問題は農業構造問題の深層を理解することな

くしては解決できないであろうことを示している。

農地所有の二重性(註19)，農地改革法による小

作権の保護の強さと，地代収入がきわめて小さい

ことによる地主の投資へのインセンティブの少な

さが，濯j既組織の経営を難しくしている。すなわ

ち，農業制度と資源配分との相互関係をより深く

分析する必要性がある。また自然村をかなり機械

的に分割・再編したことが，濯減システムの経営

管理にとってマイナスになっている点、も，問われ

なければならないであろう。

サリナディ濯淑区の場合，漏水対策に限っても，

依然として維持改良投資が必要な段階である。さ

らなる改良投資が必要なことは明らかであるが，

水利組合の機能は弱く，濯澱投資主体を明確にす

ることは難しい。むしろ，用排水未分離の状態が

公益性を増加させ，村全体の公共財としての性格

を強くし，より広い視野からの公共投資とするほ

うが実効性が高まるであろうことを示している。

小規模プロジェクトは大規模プロジェクトに比

較すると公共投資の「目玉」となりにくい体質が

あるなかで，サリナディではNGOの役割が活か

され，比較的少額の資材供与によって住民の意識

が高まり，自助努力がみられる。開発援助の有効

な事例として評価できょう。今後は，さらに濯澱

区域内の土地利用計画にもとづいたブロック・

ローテーションなどの効率的な水利用システムを

再構築する必要がある。この際，忘れがちなのは

慣行水利権の実態である。水利権の効率的な利

用・再配分問題を明らかにせずして， i穫瓶施設の

経営効率問題は解決しないであろうし，農民管理

と政府菅理の優劣の論議は不毛となりかねないこ

とを，サリナディは示唆する。

付記:文部省科学研究費国際学術調査 Iネパール

における農業発展と技術移転J(王井時久代表)
の1995年度の農村調査結果の一部である。 1995年

度の現地研究調査チームは以下の通りである。日

本側派遣調査員は，圭井時久，長南史男，近藤巧，

黒河功， Ph由khoneKhame (以上北海道大学)，

久保嘉治，佐々木市夫(以上帯広畜産大学)，茅

野甚二郎(宇都宮大学)，ネパール側調査員，

Narayan P. Dakha!， Champak P. Pokhare! (以上
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Agricultura1 Projects Services Center， Kathman-

du) ， Arjun N. Rajamaji (Department of Irriga-

tion， Kathmandu) ，Anita Manandhar (Center 

for Rura! Tecno!ogy， Kathmandu )，サク一村調査

協力者は SuryaShrestha， Rajan Shresthaの各氏で

ある。サク一村でご協力いただいた多くの人々.

現地調査協力機関である APROSCの Madan

Kumar Dahal教授(元所長)， C. K. Sharma博士

( Roya1 Nepa1 of Science and Academy )に記し

て感謝する。

註

註1)ネパールの政治機構は立憲君主制である。 1962年

に憲法が発布され，無政党のパンチャット(政治評議

会)制度が設立された。民主化の経緯を1990年から概

略すると以下のようである。 1990年に民主化運動が活

発になりパンチャット制度が廃止され， 1991年に多党

制に基づく新憲法が発布され総選挙が実施された。ネ

ノ{-ル議会派(Nepal Congress )は114議席の過半数

(103議席)を占め，いわゆる民主化が大きく動き出

した。 1993年11月の選挙では共産党 UML(U凶ted

Marxist and Leninist -Communist Party )が87議席をと

り，第1党に返り咲いたが，不安定な政権構造となっ

た。 1995年 1月に中間選挙が実施され， Nepal Con-

gressが83，Nationa1 Democraticが20議席を獲得して，

103議席で連立政権を発足させた。共産党側は，これ

を不満として再選挙の実施を要求，最高裁判所の判断

をあおいだ。 1995年8月28日，最高裁判所は今日の経

済状況下では同じ年に重ねての選挙は国民の負担に耐

え得ないと判断し，民主勢力を与党として承認したが，

不安定な状況が今日まで続いている。

註2)1993年12月に主井，長南が岡村の濯減システムを

視察， 1995年8月に実施した予備調査によって，調査

地として確定した。農家調査は日本側研究者 2人にネ

ノTール側研究者を一人配するチームを基本構成として，

4チームで実施した。農家の聞き取り調査は，あらか

じめ用意した英文調査票を使用して，ネパール側研究

者がネパール語あるいはネワール語で質問し，その回

答を英語で記入，日本側研究者は随時調査内容につい

て英語で確認するという手順を採用した。また調査員

の半数は村の協力農家に宿泊して，村の区長・教育関

係者などとの懇談，周辺事情などの補足調査にあたっ

た。

註3)サリナディ川はマノハラ}11 (Manohara)の支流

の一つであり，マノハラJlIはカトマンズ盆地唯一の河

川水系であるパグマティ BagrnotiJlIの支流である。パ

グマティ川は最終的にインドのガンディス川に合流す
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る。

註 4)ネパール全土の宗教別人口割合はヒンズーが

86.5%，仏教が7.8%である。仏教はチベット仏教の

影響を強く受けている。 BajiriyoginiVDCの場合，

59.6%がヒンズー， 40.4%が仏教に分類されているが，

一般的にネパール人はこうした区分を好まず， 98%が

仏教と応える。パジリヨギーニ寺院はヒンズー寺院で

あるが，古くは仏教寺院があったところで，境内には

チベット難民が生活しているといった融合ぷりである。

註5)サクーはもともと 8つの集落 (Tole)からなっ

ている一 DualutiTole， Salkha Tole， Mahadyo Pukhu， 

Sangal Kobahal， M沿rnantowaなどである。パンチャヤッ

ト制度についてはYadav[18]参照。

註6)ネパールの現在の開発・行政の単位は 5つの地域

( Region)， 14の圏(Zone)， 75の県(District )そ

して，最小行政単位VillageDeveloprnent Cornrnunity 

(VDC)の4つの階層的な行政組織で構成される。

各VDCは数個から10個程度の Wardという町内会的

な組織からなる。センサスなどではWard単位で集計

される。これによれば，カトマンズ盆地は Central

Developrnent RegionのBagrnatiZoneに含まれ，カト

マンズ，ラチプル，パクタプールの 3県(district ) 

カ》ら構成される。サクーが属するカトマンズ県には53

のVDCがある。なお小稿でサクーの統計数値をあげ

る場合は3つのVDCの集計値である。

註7)幼児死亡率が高く，平均余命が低いので，人口増

加率は真の意味での人口問題を反映していないが，都

市と農村の違いの大きさは明らかである。また農村と

都市の区分として， 5，000人以上の集落であるか否か

を基準としている点，統計利用上の限界がある。山岳

部から丘陵部あるいは平野部へ，丘陵部から平野部へ，

農村から都市へ人口が移動している実態については，

すでに多くの統計や研究によって明らかにされている。

参考文献 [2]参照

註8)女性の農業労働賃金は1日， 45ルピーで食事が加

えられる程度であるが，編み物の場合は90ルピーくら

いになる。サクー村の女性労働の役割については

Manandhar [13]参照。

註9)水利組合は郡濯淑事務所DAO (District Adrninis-

位ationO節ce)に登記することによって，公式の組織

として認知される。ネパールの濯瓶事業に関する政府

機関の概略は以下のようである。水資源省濯j際局

DOIは新規滋減計画の立案，実施，完工した大規模

事業の維持管理を行う。潜淑局は濯滅管理，大中規模

濯減事業，地下水利用，計画，河川管理などの中央部

局のほか，国営事業ごとの事業管理局 5つの開発地

域ごとにいくつかの郡滋瓶事務所を管轄する地域濯澱

局などの外局を擁している。現在，維持管理の視点か

ら， IOP事業が実施されている。

註10)濯減規模は地域によって大きく異なる。政府の分
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類でも，山岳・丘陵地帯と平野部では全く違う基準が

適用されている。例えば，小規模濯j飯システムは前者

では50ha以下，後者では500ha以下であり，大規模は

それぞれ510ha以上， 6，OOOha以上と， 10倍以上の大き

な差がある。

註11) Sasaki [17]参照。

註12)作付け調査は基本的に 1筆単位で実施した。一筆

はキッタ(kiUa )と称され，相続時に分筆される単

位で，土地台帳に記載される。キッタの大きさはまち

まちであり，通常，低い畦で仕切られた程度のものが

多い。ネパールの土地相続方法は男子の均分相続制で

あり，このために耕地の細分化が進んでいる。

註13)久保嘉治「サク一村における農家所得の推計結果J，
1996，未定稿，参照。

註14)20年前は肥料は堆肥のみであったために，化学肥

料使用時の多収は農家に鮮烈な印象を与えたようであ

る。このことが，インタピューでの「昔は今の倍とれ

たJという言にも示されている。

註15)農家の圃場レベルでの水利用と作目選択との関係

についてはKurokawa [11]参照。

註16)1993年11月に現地訪問した際の聞き取りでは，水

管理人の月給は約1，200-1，500ルピーであった。ちな

みに，農村日震い労賃は男40)レピー，女25ルピー，水

牛(労賃込み)賃料100ルピーであった。 1995年の11

月の調査時点では，水管理人の役割はさらに限定され，

政府からの給与も 6ヶ月前より支払われず 3つの

VDCからの現物給与によって支えられていた。 1995

年の謂査では，冬期間の住み込みの場合，農業労賃は

男70)レピー，賄いつきで100ルピー程度であった。

註17)負担の目安として，耕地の不動産税の水準を参考

にすると，王制下ではlロパニ当たり 1ルピー， 1990 

年以降の Dernocrats (民主党)政権下では60ルピー，

ML (共産党)になって 7ルピーと，政権交替によっ

て激しく変化している。また水田の場合，年間の地代

は物納で 1ロパニあたり，上回で23パティ(Pa曲i)， 

中国で18パティ，下回で15パティである(但しコメの

場合20pathi= lrnuri = 50 kg )。法律によって小作権は
強〈保護され，小作人が死亡した場合でも，その小作

人の息子のうち一人に限って小作権を継承できる。

註18)日本政府は1992年11月に経済協力総合調査団をネ

パールに派遣，人材育成，衛生保健医療，農業，イン

フラストラクチュア，環境の 5分野を協力重点分野に

指定していくことで合意を得た。参考文献[6]参照。

農業の具体的な協力事項としては，都市部の人口抑制，

耕作限界の拡大，森林伐採などが関連する。また潜淑

投資については， ]ICAはカトマンズ盆地の自然流下

滋瀬プロジェクトやタライの井戸港紙プロジェクトの

改善プログラム調査などをすでに実施済みである。前

者の調査地区にサリナディ潜滅区も含まれ，改良工事

が実施可能なプロジェク卜として評価されている。
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註19) Pokharel [15]参照。
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